
参考資料３ 
 

物資の流通の効率化に関する法律 参照条文 

（※「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する

法律」による改正後のもの） 

（※関係箇所を抜粋したもの） 

 
第一章 総則 

（目的） 
第一条 この法律は、最近における物資の流通をめぐる経済的社会的事情の変化に伴い、我が国

産業の国際競争力の強化、消費者の需要の高度化及び多様化への対応並びに物資の流通に伴う

環境への負荷の低減を図ることの重要性が増大するとともに、流通業務に必要な労働力、とり

わけ必要な員数の運転者の確保に支障が生じつつあることに鑑み、流通業務総合効率化事業に

ついて、その計画の認定、その実施に必要な関係法律の規定による許可等の特例、中小企業者

が行う場合における資金の調達の円滑化に関する措置等を定めるとともに、貨物自動車を用い

た貨物の運送の役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化に関し

貨物自動車運送事業者等、荷主及び貨物自動車関連事業者が講ずべき措置等を定めることによ

り、物資の流通の効率化を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 
 

（基本理念） 
第二条 物資の流通の効率化のための取組は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければ

ならない。 
一 物資の流通は我が国における国民生活及び経済活動の基盤であることに鑑み、その担い手の

確保に支障が生ずる状況にあっても、将来にわたって必要な物資が必要なときに確実に運送さ

れることを旨とすること。 
二 物資の流通は物資の生産及び製造の過程と密接に関連し、かつ、多様な主体により担われて

いることに鑑み、物資の生産又は製造を行う者、物資の流通の担い手その他の関係者が相互に

連携を図ることにより、その取組の効果を一層高めることを旨とすること。 
三 物資の流通の過程において二酸化炭素の排出等による環境への負荷が生じていることに鑑み、

当該負荷の低減を図ることにより、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十

七号）第二条の二に規定する脱炭素社会の実現に寄与することを旨とすること。 
 

（国の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、物資の流通の効率化に関する総合的な施策を策定し、

及びこれを実施する責務を有する。 
 
第四条～第二十九条 （略） 
 

第三章 運転者の運送及び荷役等の効率化 

第一節 総則 



 

 2 / 17 
 

（定義） 
第三十条 この章において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 貨物自動車 道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第二条第二項の自動車で

あって、貨物の運送の用に供するものをいう。 
二 運転者 貨物自動車の運転者をいう。 
三 荷待ち時間等 荷待ち時間及び荷役等時間をいう。 
四 荷待ち時間 運転者が貨物自動車の運転の業務に従事した時間のうち、集貨若しくは配達

を行うべき場所又はその周辺の場所において、荷主、当該場所の管理者その他国土交通省令

で定める者の都合により貨物の受渡しのために待機した時間であって、国土交通省令で定め

るところにより算定されるものをいう。 
五 荷役等時間 運転者が荷役その他貨物自動車の運転以外の業務として国土交通省令で定め

る業務（以下「荷役等」という。）に従事した時間であって、国土交通省令で定めるところに

より算定されるものをいう。 
六 貨物自動車運送事業者等 貨物自動車運送事業法第三十九条第一号に規定する貨物自動車

運送事業者（以下「貨物自動車運送事業者」という。）及び同法第三十七条の二第三項に規定

する特定第二種貨物利用運送事業者をいう。 
七 荷主 第一種荷主及び第二種荷主をいう。 
八 第一種荷主 自らの事業（貨物の運送の事業を除く。）に関して継続して貨物自動車運送事

業者又は貨物利用運送事業者（第一種貨物利用運送事業者、第二種貨物利用運送事業者及び

貨物利用運送事業法第四十六条第一項に規定する外国人国際第二種貨物利用運送事業者をい

う。以下同じ。）に貨物の運送を行わせることを内容とする契約（貨物自動車を使用しないで

貨物の運送を行わせることを内容とする契約を除く。）を締結する者をいう。 
九 第二種荷主 次に掲げる者をいう。 
イ 自らの事業（貨物の運送及び保管の事業を除く。ロ及び第四十五条第五項において同じ。）

に関して継続して貨物（自らが貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委

託する貨物を除く。ロ及び第四十二条第四項において同じ。）を運転者（他の者に雇用され

ている運転者に限る。以下この号において同じ。）から受け取る者又は他の者をして運転者

から受け取らせる者 
ロ 自らの事業に関して継続して貨物を運転者に引き渡す者又は他の者をして運転者に引き

渡させる者 
十 貨物自動車関連事業者 次に掲げる者をいう。 
イ 倉庫業法第七条第一項に規定する倉庫業者（以下「倉庫業者」という。） 
ロ 港湾運送事業法（昭和二十六年法律第百六十一号）第三条第一号に掲げる事業を経営す

る者であって、当該事業について運転者との間で貨物の受渡しを行うもの 
ハ 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第十八項の航空運送事業を経営する

者のうち貨物の運送を行うものであって、当該航空運送事業について運転者との間で貨物

の受渡しを行う者 
ニ 鉄道事業法第二条第二項の第一種鉄道事業又は同条第三項の第二種鉄道事業を経営する
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者のうち貨物の運送を行うものであって、当該第一種鉄道事業又は当該第二種鉄道事業に

ついて運転者との間で貨物の受渡しを行う者 
 
（国の責務） 

第三十一条 国は、貨物自動車運送役務（貨物自動車を用いた貨物の運送の役務をいう。以下同

じ。）の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化並びに輸送される物資

の貨物自動車への過度の集中の是正に関する情報の収集、整理、分析及び提供、助言その他の

援助並びに研究開発の推進に努めなければならない。 
２ 国は、広報活動その他の活動を通じて、集貨又は配達に係る運転者への負荷の低減に資する

施策に関して国民の理解を深めるとともに、その施策の実施に関する国民の協力を求めるよう

努めなければならない。 
 

（事業者等の責務） 
第三十二条 物資の流通に関する事業を行う者、その事業を利用する事業者及び物資の流通に関

する施設を管理する者は、その事業の実施又はその施設の管理に関し、これらに伴う運転者へ

の負荷の低減その他の貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する措置を講ずるよう

努めなければならない。 
 

（基本方針） 
第三十三条 主務大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及

び荷役等の効率化の推進に関する基本的な方針（以下この章において「基本方針」という。）を

定めるものとする。 
２ 基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 

一 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化の

推進の意義及び目標に関する事項 
二 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化の

推進に関する施策に関する基本的な事項 
三 貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効率化に

関し、貨物自動車運送事業者等、荷主及び貨物自動車関連事業者が講ずべき措置に関する基

本的な事項 
四 集貨又は配達に係る運転者への負荷の低減に資する事業者の活動に関する国民の理解の増

進に関する基本的な事項 
五 その他貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役等の効

率化の推進に関し必要な事項 
３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、関係行政機関の長（当

該行政機関が合議制である場合にあっては、当該行政機関）に協議するものとする。 
４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するもの

とする。 
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第二節 貨物自動車運送事業者等に係る措置 

（貨物自動車運送事業者等の努力義務） 
第三十四条 貨物自動車運送事業者等は、自らの事業に伴うその雇用する運転者への負荷の低減

に資するよう当該運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るため、輸送網

の集約、配送の共同化その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 
 

（貨物自動車運送事業者等の判断の基準となるべき事項） 
第三十五条 国土交通大臣は、基本方針に基づき、国土交通省令で、前条に規定する措置に関し、

貨物自動車運送事業者等の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 
２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の

重量の状況その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定

をするものとする。 
 

（指導及び助言） 
第三十六条 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等の第三十四条に規定する措置の適確な実

施を確保するため必要があると認めるときは、当該貨物自動車運送事業者等に対し、前条第一

項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及び

助言をすることができる。 
 

（特定貨物自動車運送事業者等の指定） 
第三十七条 国土交通大臣は、貨物自動車運送事業者等のうち、政令で定めるところにより算定

した年度の輸送能力が政令で定める輸送能力（次項及び第三項第二号において「基準能力」と

いう。）以上であるものを、その雇用する運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量を特

に増加させる必要がある者として指定するものとする。 
２ 貨物自動車運送事業者等は、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の輸送能力が

基準能力以上であるときは、国土交通省令で定めるところにより、その輸送能力に関し、国土

交通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。ただし、同項の規定により

指定された貨物自動車運送事業者等（以下「特定貨物自動車運送事業者等」という。）であると

きは、この限りでない。 
３ 特定貨物自動車運送事業者等は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、国土交

通省令で定めるところにより、国土交通大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき旨の

申出をすることができる。 
一 貨物自動車を用いた貨物の運送の事業を行わなくなったとき。 
二 第一項の政令で定めるところにより算定した年度の輸送能力が基準能力を下回った場合に

おいて、同項の政令で定めるところにより算定する年度の輸送能力が再び当該基準能力以上

となることがないと明らかに認められるとき。 
４ 国土交通大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認めるときは、
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遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出がない場合において、

同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、同様とする。 
 

（中長期的な計画の作成） 
第三十八条 特定貨物自動車運送事業者等は、国土交通省令で定めるところにより、定期に、第

三十五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第三十四条に規定する措置の

実施に関する中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなければならない。 
 

（定期の報告） 
第三十九条 特定貨物自動車運送事業者等は、第三十七条第一項の規定による指定を受けた日の

属する年度の翌年度以降、毎年度、国土交通省令で定めるところにより、第三十四条に規定す

る措置の実施の状況に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報告しなければなら

ない。 
 

（勧告及び命令） 
第四十条 国土交通大臣は、特定貨物自動車運送事業者等の第三十四条に規定する措置の実施に

関する状況が、第三十五条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして著しく不十

分であると認めるときは、当該特定貨物自動車運送事業者等に対し、その判断の根拠を示して、

当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定貨物自動車運送事業者等がその勧告に従わなかっ

たときは、その旨を公表することができる。 
３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定貨物自動車運送事業者等が、正当な理由がなく

てその勧告に係る措置をとらなかったときは、運輸審議会の意見を聴いて、当該特定貨物自動

車運送事業者等に対し、当該措置をとるべきことを命ずることができる。 
 

（報告徴収及び立入検査） 
第四十一条 国土交通大臣は、第三十七条第一項の規定による指定及び同条第四項の規定による

指定の取消しを行うために必要な限度において、貨物自動車運送事業者等に対し、その輸送能

力の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、貨物自動車運送事業者等の事務所その他の事業

場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 国土交通大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定貨物自動

車運送事業者等に対し、第三十四条に規定する措置の実施の状況に関し報告をさせ、又はその

職員に、特定貨物自動車運送事業者等の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他

の物件を検査させることができる。 
３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。 
４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 
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第三節 荷主に係る措置 

（荷主の努力義務） 
第四十二条 第一種荷主は、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に貨物の運送を委託

する場合（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行うことを委託する場合を除く。）には、当

該貨物を運送する運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物

の重量の増加を図るため、次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 
一 貨物の運送の委託の時から貨物を引き渡し、又は受け取るべき時までの間に、貨物自動車

運送事業者等が他の貨物との積合せその他の措置により、その雇用する運転者一人当たりの

一回の運送ごとの貨物の重量を増加させることができるよう、貨物の受渡しを行う日及び時

刻又は時間帯を決定すること。 
二 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を決定するに当たっては、停留場所の数その他

の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が集

貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 
三 運転者に荷役等を行わせる場合にあっては、パレットその他の荷役の効率化に資する輸送

用器具（貨物自動車に積み込むものに限る。第三項において同じ。）を運転者が利用できるよ

うにする措置その他の運転者の荷役等を省力化する措置 
２ 前項の規定により第一種荷主が短縮すべき荷待ち時間等は、荷待ち時間にあっては次に掲げ

る施設又はその周辺の場所におけるものに、荷役等時間にあっては次に掲げる施設におけるも

のに限られるものとする。 
一 当該第一種荷主が管理する施設 
二 当該第一種荷主との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 

３ 第一項に規定する運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加には、同項第三号

に規定するパレットその他の荷役の効率化に資する輸送用器具を使用しないことにより増加し

た貨物の重量は含まれないものとする。 
４ 第二種荷主は、貨物を運転者から受け取り、若しくは他の者をして運転者から受け取らせ、

又は運転者に引き渡し、若しくは他の者をして運転者に引き渡させる場合には、当該貨物を運

送する運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増

加を図るため、次に掲げる措置（当該貨物の受渡しを行う日又は時刻及び時間帯を運転者に指

示することができない場合にあっては、第三号に掲げる措置に限る。）を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 
一 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を運転者に指示するに当たっては、停留場所の

数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自

動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 
二 第一種荷主が第一項第一号に掲げる措置を円滑に実施するため貨物の受渡しを行う日及び

時刻又は時間帯について協議したい旨を申し出た場合にあっては、これに応じて、必要な協

力を行うこと。 
三 運転者に荷役等を行わせる場合であり、かつ、運転者に荷役等の方法を指示することがで
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きる場合にあっては、貨物の品質又は数量がこれらについて定める契約の内容に適合するか

どうかの検査の効率的な実施その他の運転者の荷役等を省力化する措置 
５ 前項の規定により第二種荷主が短縮すべき荷待ち時間等は、荷待ち時間にあっては次に掲げ

る施設又はその周辺の場所におけるものに、荷役等時間にあっては次に掲げる施設におけるも

のに限られるものとする。 
一 当該第二種荷主が管理する施設 
二 当該第二種荷主との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 

 
（荷主の判断の基準となるべき事項） 

第四十三条 荷主の行う事業を所管する大臣（以下「荷主事業所管大臣」という。）は、基本方針

に基づき、主務省令で、前条第一項及び第四項に規定する措置に関し、荷主の判断の基準とな

るべき事項を定めるものとする。 
２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間等及び運転者一人当たり

の一回の運送ごとの貨物の重量の状況その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情

の変動に応じて必要な改定をするものとする。 
 

（指導及び助言） 
第四十四条 荷主事業所管大臣は、荷主の第四十二条第一項又は第四項に規定する措置の適確な

実施を確保するため必要があると認めるときは、当該荷主に対し、前条第一項に規定する判断

の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及び助言をすることが

できる。 
 

（特定荷主の指定） 
第四十五条 荷主事業所管大臣は、第一種荷主のうち、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送

事業者に運送（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約による

ものを除く。次項及び第三項第二号において同じ。）を行わせた貨物について政令で定めるとこ

ろにより算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定める重量（次項及び第三項第二号におい

て「基準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当た

りの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特に寄与する必要がある者として指定するものとす

る。 
２ 第一種荷主は、貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を行わせた貨物の重量

について、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の貨物の合計の重量が基準重量以

上であるときは、主務省令で定めるところにより、貨物の運送の委託の状況に関し、主務省令

で定める事項を荷主事業所管大臣に届け出なければならない。ただし、同項の規定により指定

された第一種荷主（以下「特定第一種荷主」という。）であるときは、この限りでない。 
３ 特定第一種荷主は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令で定めると

ころにより、荷主事業所管大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき旨の申出をするこ

とができる。 
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一 第一種荷主に該当しなくなったとき。 
二 貨物自動車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を行わせた貨物の重量について、第

一項の政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が基準重量を下回った場

合において、同項の政令で定めるところにより算定する年度の貨物の合計の重量が再び当該

基準重量以上となることがないと明らかに認められるとき。 
４ 荷主事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認めると

きは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出がない場合にお

いて、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、同様とする。 
５ 荷主事業所管大臣は、第二種荷主のうち、次に掲げる貨物（当該第二種荷主が貨物自動車運

送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委託するもの並びに当該第二種荷主が貨物の受渡し

を行う日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができないものを除く。次項及び第七項

第二号において同じ。）について政令で定めるところにより算定した年度の貨物の合計の重量が

政令で定める重量（次項及び第七項第二号において「基準重量」という。）以上であるものを、

運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特

に寄与する必要がある者として指定するものとする。 
一 自らの事業に関して、運転者から受け取る貨物 
二 自らの事業に関して、他の者をして運転者から受け取らせる貨物 
三 自らの事業に関して、運転者に引き渡す貨物 
四 自らの事業に関して、他の者をして運転者に引き渡させる貨物 

６ 第二種荷主は、前項各号に掲げる貨物について、同項の政令で定めるところにより算定した

前年度の貨物の合計の重量が基準重量以上であるときは、主務省令で定めるところにより、貨

物の受渡しの状況に関し、主務省令で定める事項を荷主事業所管大臣に届け出なければならな

い。ただし、同項の規定により指定された第二種荷主（以下「特定第二種荷主」という。）であ

るときは、この限りでない。 
７ 特定第二種荷主は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令で定めると

ころにより、荷主事業所管大臣に、第五項の規定による指定を取り消すべき旨の申出をするこ

とができる。 
一 第二種荷主に該当しなくなったとき。 
二 第五項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるところにより算定した年度

の貨物の合計の重量が基準重量を下回った場合において、同項の政令で定めるところにより

算定する年度の貨物の合計の重量が再び当該基準重量以上となることがないと明らかに認め

られるとき。 
８ 荷主事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認めると

きは、遅滞なく、第五項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出がない場合にお

いて、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、同様とする。 
 

（中長期的な計画の作成） 
第四十六条 特定第一種荷主及び特定第二種荷主（以下「特定荷主」という。）は、主務省令で定
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めるところにより、定期に、第四十三条第一項に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、

第四十二条第一項又は第四項に規定する措置の実施に関する中長期的な計画を作成し、荷主事

業所管大臣に提出しなければならない。 
 

（物流統括管理者の選任） 
第四十七条 特定荷主は、第四十五条第一項又は第五項の規定による指定を受けた後、速やかに、

主務省令で定めるところにより、次に掲げる業務を統括管理する者（以下この条において「物

流統括管理者」という。）を選任しなければならない。 
一 前条の中長期的な計画の作成 
二 自らの事業に係る貨物の運送を行う運転者への負荷を低減し、及び輸送される物資の貨物

自動車への過度の集中を是正するための事業の運営方針の作成及び事業の管理体制の整備に

関する業務 
三 その他運転者の運送及び荷役等の効率化のために必要な業務として主務省令で定める業務 

２ 物流統括管理者は、特定荷主が行う事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位にある者

をもって充てなければならない。 
３ 特定荷主は、第一項の規定により物流統括管理者を選任したときは、主務省令で定めるとこ

ろにより、遅滞なく、その氏名及び役職を荷主事業所管大臣に届け出なければならない。これ

を解任したときも、同様とする。 
 

（定期の報告） 
第四十八条 特定荷主は、第四十五条第一項又は第五項の規定による指定を受けた日の属する年

度の翌年度以降、毎年度、主務省令で定めるところにより、第四十二条第一項又は第四項に規

定する措置の実施の状況に関し、主務省令で定める事項を荷主事業所管大臣に報告しなければ

ならない。 
 

（勧告及び命令） 
第四十九条 荷主事業所管大臣は、特定荷主の第四十二条第一項又は第四項に規定する措置の実

施に関する状況が、第四十三条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして著しく

不十分であると認めるときは、当該特定荷主に対し、その判断の根拠を 
示して、当該措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
２ 荷主事業所管大臣は、前項の勧告を受けた特定荷主がその勧告に従わなかったときは、その

旨を公表することができる。 
３ 荷主事業所管大臣は、第一項の勧告を受けた特定荷主が、正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかったときは、政令で定める審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第

百二十号）第八条に規定する機関をいう。第六十八条第三項において同じ。）の意見を聴いて、

当該特定荷主に対し、当該措置をとるべきことを命ずることができる。 
 

（報告徴収及び立入検査） 
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第五十条 荷主事業所管大臣は、第四十五条第一項及び第五項の規定による指定並びに同条第四

項及び第八項の規定による指定の取消しを行うために必要な限度において、荷主に対し、その

貨物の運送の委託若しくは受渡しの状況に関し報告をさせ、又はその職員に、荷主の事務所そ

の他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 荷主事業所管大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定荷主

に対し、第四十二条第一項若しくは第四項に規定する措置の実施の状況に関し報告をさせ、又

はその職員に、特定荷主の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査

させることができる。 
３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。 
４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 
 

（国土交通大臣の意見） 
第五十一条 国土交通大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運

送及び荷役等の効率化を図るため特に必要があると認めるときは、第四十四条及び第四十九条

の規定の運用に関し、荷主事業所管大臣に意見を述べることができる。 
 

第四節 貨物自動車関連事業者に係る措置 

（貨物自動車関連事業者の努力義務） 
第五十二条 倉庫業者は、自ら管理する施設又はその周辺における運転者の荷待ち時間及び当該

施設における運転者の荷役等時間の短縮を図るため、次に掲げる措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 
一 第一種荷主から寄託を受けた貨物の受渡しを行う日及び時刻を運転者に伝達するに当たっ

ては、当該第一種荷主が決定した貨物の受渡しを行うべき時間帯における当該施設の状況を

考慮して、停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回

り一時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 
二 第二種荷主から寄託を受けた貨物の受渡しを行う日及び時刻を運転者に伝達するに当たっ

ては、当該第二種荷主が指示した貨物の受渡しを行うべき時間帯における当該施設の状況を

考慮して、停留場所の数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回

り一時に多数の貨物自動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 
三 運転者に荷役等を行わせる場合にあっては、荷役等に係る停留場所の拡張、荷役等に先行

する貨物の搬出又は荷役等に後続する貨物の搬入の迅速な実施その他の運転者が行う荷役等

の円滑な実施を図るための措置 
２ 倉庫業者以外の貨物自動車関連事業者（第五十四条第二項において「貨物自動車関連輸送事

業者」という。）は、自ら管理する施設における運転者の荷役等時間の短縮を図るため、前項第

三号に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。 
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（貨物自動車関連事業者の判断の基準となるべき事項） 
第五十三条 国土交通大臣は、基本方針に基づき、国土交通省令で、前条に規定する措置に関し、

貨物自動車関連事業者の判断の基準となるべき事項を定めるものとする。 
２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間等の状況その他の事情を

勘案して定めるものとし、これらの事情の変動に応じて必要な改定をするものとする。 
 

（指導及び助言） 
第五十四条 国土交通大臣は、倉庫業者の第五十二条第一項に規定する措置の適確な実施を確保

するため必要があると認めるときは、当該倉庫業者に対し、前条第一項に規定する判断の基準

となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及び助言をすることができる。 
２ 国土交通大臣は、貨物自動車関連輸送事業者の第五十二条第二項に規定する措置の適確な実

施を確保するため必要があると認めるときは、当該貨物自動車関連輸送事業者に対し、前条第

一項に規定する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及

び助言をすることができる。 
 

（特定倉庫業者の指定） 
第五十五条 国土交通大臣は、倉庫業者のうち、政令で定めるところにより算定した年度の貨物

の保管量が政令で定める保管量（次項及び第三項第二号において「基準保管量」という。）以上

であるものを、運転者の荷待ち時間等の短縮に特に寄与する必要がある者として指定するもの

とする。 
２ 倉庫業者は、前項の政令で定めるところにより算定した前年度の貨物の保管量が基準保管量

以上であるときは、国土交通省令で定めるところにより、貨物の保管量の状況に関し、国土交

通省令で定める事項を国土交通大臣に届け出なければならない。ただし、同項の規定により指

定された倉庫業者（以下「特定倉庫業者」という。）であるときは、この限りでない。 
３ 特定倉庫業者は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、国土交通省令で定める

ところにより、国土交通大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき旨の申出をすること

ができる。 
一 貨物の保管の事業を行わなくなったとき。 
二 第一項の政令で定めるところにより算定した年度の貨物の保管量が基準保管量を下回った

場合において、同項の政令で定めるところにより算定する年度の貨物の保管量が再び当該基

準保管量以上となることがないと明らかに認められるとき。 
４ 国土交通大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認めるときは、

遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出がない場合において、

同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、同様とする。 
 

（中長期的な計画の作成） 
第五十六条 特定倉庫業者は、国土交通省令で定めるところにより、定期に、第五十三条第一項

に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第五十二条第一項に規定する措置の実施に関
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する中長期的な計画を作成し、国土交通大臣に提出しなければならない。 
 

（定期の報告） 
第五十七条 特定倉庫業者は、第五十五条第一項の規定による指定を受けた日の属する年度の翌

年度以降、毎年度、国土交通省令で定めるところにより、第五十二条第一項に規定する措置の

実施の状況に関し、国土交通省令で定める事項を国土交通大臣に報告しなければならない。 
 

（勧告及び命令） 
第五十八条 国土交通大臣は、特定倉庫業者の第五十二条第一項に規定する措置の実施に関する

状況が、第五十三条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして著しく不十分であ

ると認めるときは、当該特定倉庫業者に対し、その判断の根拠を示して、当該措置をとるべき

旨の勧告をすることができる。 
２ 国土交通大臣は、前項の勧告を受けた特定倉庫業者がその勧告に従わなかったときは、その

旨を公表することができる。 
３ 国土交通大臣は、第一項の勧告を受けた特定倉庫業者が、正当な理由がなくてその勧告に係

る措置をとらなかったときは、運輸審議会の意見を聴いて、当該特定倉庫業者に対し、当該措

置をとるべきことを命ずることができる。 
 

（報告徴収及び立入検査） 
第五十九条 国土交通大臣は、第五十五条第一項の規定による指定及び同条第四項の規定による

指定の取消しを行うために必要な限度において、倉庫業者に対し、その貨物の保管量の状況に

関し報告をさせ、又はその職員に、倉庫業者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類

その他の物件を検査させることができる。 
２ 国土交通大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定倉庫業者

に対し、第五十二条第一項に規定する措置の実施の状況に関し報告をさせ、又はその職員に、

特定倉庫業者の事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させること

ができる。 
３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。 
４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 
 

第五節 貨物自動車運送事業者に係る特別の措置等 

第一款 第一種荷主との間で運送契約を締結する場合における貨物自動車運送事業者

及び貨物利用運送事業者に係る特別の措置 

第六十条 第一種荷主との間で運送契約を締結する貨物自動車運送事業者は、当該第一種荷主か

ら引き受けた貨物の運送について他の貨物自動車運送事業者の行う運送（貨物自動車を使用し

ないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用する場合は、そ
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の利用する運送に係る貨物について当該第一種荷主からその実施する第四十二条第一項に規定

する措置に関し協力を求められたときは、その求めに応ずるよう努めなければならない。 
２ 第一種荷主との間で運送契約を締結する貨物利用運送事業者は、当該第一種荷主から引き受

けた貨物の運送について貨物自動車運送事業者又は他の貨物利用運送事業者の行う運送（貨物

自動車を使用しないで貨物の運送を行わせることを内容とする契約によるものを除く。）を利用

する場合は、その利用する運送に係る貨物について当該第一種荷主からその実施する第四十二

条第一項に規定する措置に関し協力を求められたときは、その求めに応ずるよう努めなければ

ならない。 
 

第二款 連鎖化事業者に係る措置 

（連鎖化事業者の努力義務） 
第六十一条 定型的な約款による契約に基づき、特定の商標、商号その他の表示を使用させ、商

品の販売又は役務の提供に関する方法を指定し、かつ、継続的に経営に関する指導を行う事業

を行う者であって、当該契約に基づき、当該契約の相手方（以下「連鎖対象者」という。）と運

転者との間の貨物の受渡しの日及び時刻又は時間帯を運転者に指示することができるもの（以

下「連鎖化事業者」という。）は、当該連鎖対象者が取り扱う貨物（当該連鎖対象者が貨物自動

車運送事業者又は貨物利用運送事業者に運送を委託するもの並びに当該連鎖化事業者が当該契

約に基づき受渡しの日又は時刻及び時間帯を運転者に指示することができないものを除く。以

下この款において同じ。）について、当該連鎖対象者が運転者から受け取り、又は他の者をして

運転者から受け取らせる場合には、当該貨物を運送する運転者の荷待ち時間の短縮及び運転者

一人当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るため、次に掲げる措置を講ずるよう努

めなければならない。 
一 貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を運転者に指示するに当たっては、停留場所の

数その他の条件により定まる荷役をすることができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自

動車が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないようにすること。 
二 第一種荷主が第四十二条第一項第一号に掲げる措置を円滑に実施するため貨物の受渡しを

行う日及び時刻又は時間帯について協議したい旨を申し出た場合にあっては、これに応じて、

必要な協力を行うこと。 
２ 前項の規定により連鎖化事業者が短縮すべき荷待ち時間は、次に掲げる施設又はその周辺の

場所におけるものに限られるものとする。 
一 当該連鎖対象者が管理する施設 
二 当該連鎖対象者との間で当該貨物に係る寄託契約を締結した者が管理する施設 

 
（連鎖化事業者の判断の基準となるべき事項） 

第六十二条 連鎖化事業者の行う事業を所管する大臣（以下「連鎖化事業所管大臣」という。）は、

基本方針に基づき、主務省令で、前条第一項に規定する措置に関し、連鎖化事業者の判断の基

準となるべき事項を定めるものとする。 
２ 前項に規定する判断の基準となるべき事項は、運転者の荷待ち時間及び運転者一人当たりの
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一回の運送ごとの貨物の重量の状況その他の事情を勘案して定めるものとし、これらの事情の

変動に応じて必要な改定をするものとする。 
 

（指導及び助言） 
第六十三条 連鎖化事業所管大臣は、連鎖化事業者の第六十一条第一項に規定する措置の適確な

実施を確保するため必要があると認めるときは、当該連鎖化事業者に対し、前条第一項に規定

する判断の基準となるべき事項を勘案して、当該措置の実施について必要な指導及び助言をす

ることができる。 
 

（特定連鎖化事業者の指定） 
第六十四条 連鎖化事業所管大臣は、連鎖化事業者のうち、次に掲げる貨物について政令で定め

るところにより算定した年度の貨物の合計の重量が政令で定める重量（次項及び第三項第二号

において「基準重量」という。）以上であるものを、運転者の荷待ち時間の短縮及び運転者一人

当たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加に特に寄与する必要がある者として指定するもの

とする。 
一 当該連鎖化事業者の連鎖対象者が運転者から受け取る貨物 
二 当該連鎖化事業者の連鎖対象者が他の者をして運転者から受け取らせる貨物 

２ 連鎖化事業者は、前項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるところにより

算定した前年度の貨物の合計の重量が基準重量以上であるときは、主務省令で定めるところに

より、当該連鎖化事業者の連鎖対象者の貨物の受渡しの状況に関し、主務省令で定める事項を

連鎖化事業所管大臣に届け出なければならない。ただし、同項の規定により指定された連鎖化

事業者（以下「特定連鎖化事業者」という。）であるときは、この限りでない。 
３ 特定連鎖化事業者は、次の各号に掲げる事由のいずれかが生じたときは、主務省令で定める

ところにより、連鎖化事業所管大臣に、第一項の規定による指定を取り消すべき旨の申出をす

ることができる。 
一 連鎖化事業者に該当しなくなったとき。 
二 第一項各号に掲げる貨物の重量について、同項の政令で定めるところにより算定した年度

の貨物の合計の重量が基準重量を下回った場合において、同項の政令で定めるところにより

算定する年度の貨物の合計の重量が再び当該基準重量以上となることがないと明らかに認め

られるとき。 
４ 連鎖化事業所管大臣は、前項の申出があった場合において、その申出に理由があると認める

ときは、遅滞なく、第一項の規定による指定を取り消すものとする。前項の申出がない場合に

おいて、同項各号に掲げる事由のいずれかが生じたと認められるときも、同様とする。 
 

（中長期的な計画の作成） 
第六十五条 特定連鎖化事業者は、主務省令で定めるところにより、定期に、第六十二条第一項

に規定する判断の基準となるべき事項を踏まえ、第六十一条第一項に規定する措置の実施に関

する中長期的な計画を作成し、連鎖化事業所管大臣に提出しなければならない。 
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（物流統括管理者の選任） 

第六十六条 特定連鎖化事業者は、第六十四条第一項の規定による指定を受けた後、速やかに、

主務省令で定めるところにより、次に掲げる業務を統括管理する者（以下この条において「物

流統括管理者」という。）を選任しなければならない。 
一 前条の中長期的な計画の作成 
二 当該特定連鎖化事業者の連鎖対象者の事業に係る貨物の運送を行う運転者への負荷を低減

し、及び輸送される物資の貨物自動車への過度の集中を是正するための事業の運営方針の作

成及び事業の管理体制の整備に関する業務 
三 その他運転者の運送の効率化のために必要な業務として主務省令で定める業務 

２ 物流統括管理者は、特定連鎖化事業者が行う事業運営上の重要な決定に参画する管理的地位

にある者をもって充てなければならない。 
３ 特定連鎖化事業者は、第一項の規定により物流統括管理者を選任したときは、主務省令で定

めるところにより、遅滞なく、その氏名及び役職を連鎖化事業所管大臣に届け出なければなら

ない。これを解任したときも、同様とする。 
 

（定期の報告） 
第六十七条 特定連鎖化事業者は、第六十四条第一項の規定による指定を受けた日の属する年度

の翌年度以降、毎年度、主務省令で定めるところにより、第六十一条第一項に規定する措置の

実施の状況に関し、主務省令で定める事項を連鎖化事業所管大臣に報告しなければならない。 
 

（勧告及び命令） 
第六十八条 連鎖化事業所管大臣は、特定連鎖化事業者の第六十一条第一項に規定する措置の実

施に関する状況が、第六十二条第一項に規定する判断の基準となるべき事項に照らして著しく

不十分であると認めるときは、当該特定連鎖化事業者に対し、その判断の根拠を示して、当該

措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 
２ 連鎖化事業所管大臣は、前項の勧告を受けた特定連鎖化事業者がその勧告に従わなかったと

きは、その旨を公表することができる。 
３ 連鎖化事業所管大臣は、第一項の勧告を受けた特定連鎖化事業者が、正当な理由がなくてそ

の勧告に係る措置をとらなかったときは、政令で定める審議会等の意見を聴いて、当該特定連

鎖化事業者に対し、当該措置をとるべきことを命ずることができる。 
 

（報告徴収及び立入検査） 
第六十九条 連鎖化事業所管大臣は、第六十四条第一項の規定による指定及び同条第四項の規定

による指定の取消しを行うために必要な限度において、連鎖化事業者に対し、その連鎖対象者

の貨物の受渡しの状況に関し報告をさせ、又はその職員に、連鎖化事業者の事務所その他の事

業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 連鎖化事業所管大臣は、前条第一項及び第三項の規定の施行に必要な限度において、特定連
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鎖化事業者に対し、第六十一条第一項に規定する措置の実施の状況に関し報告をさせ、又はそ

の職員に、特定連鎖化事業者若しくは当該特定連鎖化事業者の連鎖対象者の事務所その他の事

業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。ただし、当該連鎖対象

者の事務所その他の事業場に立ち入る場合においては、あらかじめ、当該連鎖対象者の承諾を

得なければならない。 
３ 前二項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示

しなければならない。 
４ 第一項及び第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 
 

（国土交通大臣の意見） 
第七十条 国土交通大臣は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送

の効率化を図るため特に必要があると認めるときは、第六十三条及び第六十八条の規定の運用

に関し、連鎖化事業所管大臣に意見を述べることができる。 
 

第六節 雑則 

第七十一条 国は、貨物自動車運送役務の持続可能な提供の確保に資する運転者の運送及び荷役

等の効率化のために必要があると認めるときは、第三十五条第一項、第四十三条第一項、第五

十三条第一項及び第六十二条第一項に規定する判断の基準となるべき事項について調査を行い、

その結果を公表するものとする。 
 
第七十二条～第七十四条 （略） 
 

第五章 罰則 

第七十五条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、百万円以下の

罰金に処する。 
一 第四十条第三項、第四十九条第三項、第五十八条第三項又は第六十八条第三項の規定によ

る命令に違反したとき。 
二 第四十七条第一項又は第六十六条第一項の規定に違反したとき。 

 
第七十六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、五十万円以下

の罰金に処する。 
一 第三十七条第二項、第四十五条第二項若しくは第六項、第五十五条第二項若しくは第六十

四条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 
二 第三十八条、第四十六条、第五十六条又は第六十五条の規定による提出をしなかったとき。 
三 第三十九条、第四十八条、第五十七条若しくは第六十七条の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をしたとき。 
四 第四十一条第一項若しくは第二項、第五十条第一項若しくは第二項、第五十九条第一項若
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しくは第二項若しくは第六十九条第一項若しくは第二項の規定による報告をせず、若しくは

虚偽の報告をし、又はこれらの規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 
 
第七十七条 （略） 
 
第七十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前三条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対して各本条の刑を科する。 
 
第七十九条 （略） 
 
第八十条 第四十七条第三項若しくは第六十六条第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届

出をした者は、二十万円以下の過料に処する。 


